
コロナ禍における中小企業経営者の�
健康問題と事業継続リスク*

─バーンアウトを代理変数とした探索研究─

今般のコロナ禍により、業績などに問題がないにもかかわらず、経営者の気力の減退により「あ
きらめ休廃業」に陥る中小企業が急増しているというが、こうした事態の背景を説明する知見は、
十分に蓄積されてはいない。そこで、本稿では、筆者らが2021年に実施したアンケート調査のデー
タを用いて、バーンアウト（燃え尽き症候群）を代理変数とした多変量解析（相関分析と重回帰分
析）を行い、コロナ禍における経営者の健康問題が中小企業の事業継続マネジメント（BCM）に
及ぼす影響を明らかにした。そのうえで、経営者の健康マネジメントを包摂した中小企業の事業継
続リスクへの実践的な対処方法を考察した。

その結果、人の移動や企業活動の制限といったコロナ禍に特有の制約が経営者のバーンアウトリ
スクを高めていたこと、経営者の職務の代行者を置いている場合、孤独感が減殺され、バーンアウ
トリスクを低減させていたことなどが明らかとなった。また、コロナ禍のような重大なインシデン
トに対応し、事業を継続するためには、①組織的な対応が困難な、個人企業などの小さな企業では、
金融機関などステークホルダーを交えつつ、経営者の健康マネジメントをBCMの中核的取り組み
の一つにすること、②規模の比較的大きな中小企業では、経営者の健康マネジメントに加え、代行
者が必要なこと、③代行者の選定に当たっては、当人の事業参画意欲を見極める必要があることな
どが示唆された。

要　旨

＊　�謝辞　アンケート調査にご協力いただいた皆さまに、厚く御礼申し上げます。また、福山平成大学経営学部の福井正康教授には、
応用数学の視点から、データの整理・解釈に当たって、助言をいただいた。ここに、御礼申し上げます。なお、本稿は、JSPS科研
費（課題番号21H00751並びに19K13791）及び関西大学経済・政治研究所の助成により実施した研究の成果の一部である。おって、
その成果は、筆者らの見解等に基づくものであり、所属研究機関、資金配分機関及び国の見解を反映するものではありません。

福山平成大学経営学部教授

堀　越　 昌　和
大妻女子大学人間関係学部教授

尾　久　�裕　紀
北海道教育大学函館校教育学部養護教諭特別別科教授　

金　子　�信　也

関西大学社会安全学部教授

亀　井　�克　之
桃山学院教育大学人間教育学部教授

栗　岡　�住　子
モンペリエ大学経営学部教授

オリビエ�トレス

─ 71 ─

71_日本政策金融公庫論集_本文_堀越先生_nen.indd   7171_日本政策金融公庫論集_本文_堀越先生_nen.indd   71 2023/08/17   17:412023/08/17   17:41



日本政策金融公庫論集　第60号（2023年 8 月）

1　はじめに

中小企業経営における経営者の役割の重要性は、
これまでにもしばしば指摘されてきた（清成・�
田中・港、1996）。とりわけ、自然災害や新興感染
症などの重大なインシデントが発生した際、自社
の事業継続に向けて、経営者に課せられる責任は、
特筆すべきものがある（Waugh�and�Streib,�2006）。
例えば、西日本豪雨の被災地の中小企業を対象と
した調査では、経営者が災害復旧の陣頭指揮をと
ることが多く、彼らの労働時間の長期化が明らか
にされている（堀越、2020）。

そして、中小企業経営者の多くは平常時から高
いストレスを抱えているが（石埜ほか、2009）、自
然災害での被災や新興感染症の流行に見舞われる
ことによって、彼らのストレスはますます高進す
る。その具体的な背景は、事業の中断や、再建の
ための多額の借財（田口、2008）、業績悪化による
経営破綻のリスク（Torrès,�et al.,�2022）、心身の不
調（堀越、2022）などがある。

ところで、新型コロナウイルス感染症パンデ
ミック（以下、コロナ禍）は、われわれの命や健康
に深刻な問題を引き起こすだけでなく、人の移動
や企業活動の一部を著しく制限するなどして、わ
が国の経済社会に甚大な影響をもたらしている。
そのさなか、ある程度の経営余力を残しているに
もかかわらず、気力の喪失により事業継続を断念
する「あきらめ休廃業」が中小企業に急増してい
るという（帝国データバンク、2022a）。これまで
にも、自然災害による被災地の中小企業の廃業増
加や事業継続率の低下は指摘されてきたが（内田
ほか、2015）、その傾向が顕著になるのは発災から
数年後のことである（帝国データバンク、2022b）。
あきらめ休廃業が指摘されはじめたのは、コロナ

1　バーンアウトの定義は後述（p.74）。

禍のまさに渦中であり、タイミングが早すぎるよ
うに思われる。

こうした新たな事態に対して、先行研究では、
十分な議論がなされているとは言い難い。そもそ
も、中小企業に限らず、経営者の健康問題は自己
責任という認識から（栗岡ほか、2020）、国内外と
も議論はそれほど活発ではない（尾久、2016）。ま
た、その知見の大半は、職業性ストレス（栗岡ほ
か、2022）やバーンアウト（燃え尽き症候群）1（Torrès,�
et al.,�2022）など、経営者の個人的な健康に関心が
寄せられている。しかし、今回の事態、そして中
小企業経営における経営者の役割の重要性を鑑み
るに、彼らの健康問題はもはや、個人的な関心の
範疇を超えており、企業体存続の問題として認識
する必要があるのではないだろうか。

そこで、本稿では、筆者らが2021年に実施した
アンケート調査の結果を用いて、バーンアウトを
代理変数として、コロナ禍における経営者の健康
問題が中小企業の事業継続マネジメントに及ぼす
影響を明らかにする。そのうえで、経営者の健康
マネジメントを包摂した中小企業の事業継続リス
クへの実践的な対処方法を考察する。

2　先行研究の検討と仮説の提示

（ 1 ）�中小企業の事業継続マネジメント

①�事業継続計画の有効性と限界
経営資源が自社とその周辺に集中する中小企業

にとっては、その集中性自体が事業継続のリスク
となる（堀越、2018）。そのため、自然災害などに
備えた事業継続マネジメント（Business�Continuity�
Management,�BCM）は、不可欠の課題となる。BCM
の中核的な取り組みとなるのが、事業継続計画

（Business�Continuity�Plan,�BCP）である。このこと
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に関して、亀井（2016）は、BCMとは、自然災害
などのインシデントに対処するためにBCPを策定
し、継続的に運用していく活動や管理の仕組みで
あると指摘している。そして、企業や組織が直面
するリスク全てに対応できるわけではないが、具
体的な対策手法があらかじめ準備されているとい
う点で、BCPはインシデントが発生した際、その
影響を最小限に食い止める可能性がある（森岡、
2014）。

ところが、規模の小さな企業ほど、BCPの導入
は進んでいない。具体的には、調査の時期や対象
でばらつきはあるが、中小企業のBCP策定率はこ
こ十数年、おおむね10～15％で推移している。ま
た、企業規模の大小を問わず、インシデントへの
対応におけるBCPの有効性は認められるが（堀越、
2019）、想定外の事態に対処し得ない場合もある。
例えば、丸谷・寅屋敷・伊藤（2021）が主に宮城
県の中小企業を対象として行った2021年の調査
によると、BCP策定企業の多くが自然災害のみを
想定しており、コロナ禍への対応として既存のBCP
は有効でなかったと回答した。

このように、BCMの中核的な取り組みであるBCP
であるが、中小企業への導入は進まず想定外の事態
にも対処しきれない。その結果、インシデント対応
における経営者に課せられる責任は、平常時にも増
して重くなる。ところが、いつ、いかなるときも、
経営者がリーダーシップを発揮することは、非常時
であれば尚更、現実的でない。事実、2018年の西日
本豪雨の際、被災地の中小企業経営者の約10人に
1 人が出張で遠隔地に滞在するなどの理由で陣頭指
揮がとれず、その日数は平均 8 日間に及んだ（堀越、
2020）。こうした事態に備え、経営者の責任が重い
中小企業ほど、彼らの代行者を決めておくことが、
BCMの重要な取り決め事項となる（MS&ADイン
ターリスク総研㈱、2020）。

2　�国立社会保障・人口問題研究所ホームページ「新型コロナウイルス感染症について」https://www.ipss.go.jp/projects/j/Choju/
covid19/index.asp（2022年 4 月26日閲覧）

②�経営者の高齢化と引退を巡る問題
国立社会保障・人口問題研究所（2022）による

と、国内初の死者が確認された2020年 2 月13日か
ら2022年 6 月20日までの新型コロナウイルス感
染症による死亡者は、60歳以上が�93.9％と圧倒的
多数を占める2。こうした状況から、国立感染症
研究所（2020）は、新型コロナウイルス感染症が、
高齢者ほど、罹患時の重症化や死亡のリスクが高
いことを指摘している。そして、わが国の中小企
業経営者で60歳以上の占める割合は2020年時点
で56.5％に達している（中小企業庁編、2022b）。コロ
ナ禍における中小企業の多くが、感染やその抑止
のために不在リスクの高い高齢の経営者にインシ
デント対応の責任を委ねるジレンマに陥っている
状況が想定される。

他方で、中小企業の経営者の引退時期は68歳
から69歳と推察される（中小企業庁編、2018）。
Byrnes�and�Taylor（2015）によると、彼らの生き
がいである企業経営からの引退は経営者に激しい
喪失感をもたらす。また、引退を遅らせた経営者
ほど認知症の発症リスクは低い（Dufouil,�et al.,�
2014）。さらに、自然災害からの自社や地域の復
旧プロセスに関与したいという欲求から、経営者
が引退を希望するタイミングは、発災以前の時点
と比べて遅延することさえある（堀越、2020）。

（ 2 ）�中小企業経営者の健康問題

①�事業継続とバーンアウト
脳を媒介として心身は相関するというKataoka,�

et al.（2020）の指摘によれば、いずれの不調も経
営者の健康を阻害する要因となり得るが、経営者
の健康問題に関連する先行研究では主に、抑うつ
やバーンアウトといった心の健康（メンタルヘル
ス）に焦点が当てられてきた。世界保健機関（WHO）
が2018年に公表した最新の国際疾病分類の第11回
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改訂版（ICD-11）によると、バーンアウト（Burnout）
とは、適切に管理されていない慢性的な職場のス
トレスの結果として生じる症候群で、エネルギー
が消耗あるいは枯渇した感覚、仕事に対する心理
的距離の増加や職務上の能率の低下といった状態
を指す（WHO,�2018）。また、バーンアウトは、他
者からの助言や気分の発散といった、対処行動を
超えるストレスを経験することで生じる心身のス
トレス反応の一つで、成果の急激な落ち込みと仕
事にかかわる達成感の低下をもたらす（久保、1998）。

例えば、コロナ禍の初期における中国での調査
では、回答者の35.1％が未知の脅威である新型コ
ロナウイルスへの感染に不安を感じ（対処行動を
超えるストレスを経験し）、同じく18.2％が睡眠障
害を訴え（ストレス反応を示し）、メンタルヘルス
への介入の必要性を認めていた（Huang�and�Zhao,�
2020）。緊急事態宣言の発出などによる人の移動や
企業活動の制限は、感染の不安や罹患による重症
化リスクとともに、コロナ禍がもたらした対処行
動を超えるストレスの一つと思われる。

企業経営に対する責任の重さもあり “公私の区別
がなく、<365日24時間オンコール>”（栗岡ほか、
2021:�p.59）といわれるほど、中小企業経営者の
オンタイムとオフタイムの境界は曖昧である。こうし
た曖昧さもあり、自分の行動に対する自律性

（Autonomy）は、経営者のメンタルヘルスを捉えて
いくうえで重視される。例えば、Parker（2014）に
よれば、仕事の自律性、具体的には「何を」「いつ」

「誰と」仕事をするかを決定できることは、経営者
のメンタルヘルスにポジティブな影響を及ぼす。こ
のことは、自律性を阻害されることが、経営者の
メンタルヘルスに悪影響を及ぼすことを示唆する。事
実、コロナ禍での自由な活動の制限によって、彼ら
の労働時間は減少しているにもかかわらず、多くの
経営者の体調や気力に悪化の傾向がみられ、事業継
続意欲も減退していた（堀越、2022）。

また、労働時間と自律性の問題も無視できない。

経営者の自律性は、労働時間の柔軟さを生むが
（Taris,�et al.,�2008）、こうした柔軟さはかえって
仕事に対する無制限的な意識をもたらし、彼らの
メンタルヘルスにネガティブな影響を及ぼすこと
がある（栗岡ほか、2021）。孤独もまた、経営者の
ストレスの要因になる（Lechat�and�Torrès,�2016）。
このことに関して、亀井ほか（2011）は、悩んで
いてもそれを誰にも打ち明けられず一人で全て抱
え込んでしまうなど、中小企業経営者のメンタル
ヘルスの特徴に要因があることを指摘している。
そして、孤独が高じた経営者には、バーンアウト
のリスクが生じる（Fernet,�et al.,�2016）。以上、中
小企業の場合、経営者のバーンアウトは、職務上
の能率の低下などを通じて、企業の事業継続にも
ネガティブな影響を及ぼすと思われる。

②�企業業績と経営者の健康問題
身体への持続的な負担は、長期的にみれば健康

を損う（McEwen,�1998）。健康状態の良い経営者ほ
ど、より多くのビジネスチャンスを発見する

（Rietveld,�et al.,�2016）。このことは当たり前のよ
うだが、企業経営に生きがいを見出す経営者は、
健康上の問題がある状態にあっても仕事に対して
より多くの労力を費やすことを厭わない（Cocker,�
et al.,�2013）。事実、長時間労働は、企業経営が順
調に推移しているとのシグナルとして認識され

（Bradley�and�Roberts,�2004）、そのため、彼らは、
企業経営を通じて、より高い報酬を得るために身
体的な健康（フィジカルヘルス）を犠牲にするこ
とさえある（Cardon�and�Patel,�2015）。

ところで、コロナ禍がもたらした対処行動を超
えるいま一つのストレスは、企業業績へのネガ
ティブな影響と思われる。それ以前の数年間、堅調
に推移していた中小企業の業況判断DIは、コロナ
禍により全産業とも急激に落ち込んだ（中小企業
庁編、2022a）。こうして、自然災害や新興感染症な
どの重大なインシデントは、時にフィジカルヘルス
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を犠牲にしてまで築き上げた経営基盤を棄損する。
平常時でさえ、企業の財政問題は経営者のメンタ
ルヘルスにネガティブな影響を及ぼすが（Lechat�
and�Torrès,�2016）、棄損した事業用資産の復旧に向
けた多額の借金は、経営者の大きなストレスとな
る（田口、2008）。業績基調も同様で、フランスの
中小企業経営者を対象とした亀井・トレス・影浦

（2020）の調査結果でも、新型コロナウイルスへ
の感染による重症化リスクよりも、経営破綻のリ
スクのほうが、経営者のメンタルヘルスにネガ
ティブな影響を及ぼしていた。

③�事業継続のための経営者のメンタルヘルス
バーンアウトリスクを軽減し、事業継続への意

欲を維持、向上させるためには、経営者の意思や
特性といった個人的な属性の重要性が、いくつか
の先行研究から指摘される。具体的には、まず、
事業参画への動機がある。このことに関して、
Binder�and�Coad（2016）によると、自らの意思で
企業経営に関与している経営者は、やむを得ず関
与している経営者と比較して、メンタルヘルスは
ポジティブな状況にある。また、オフタイムの自
律性は、リラクゼーションなどの機会を提供し、
そのことによって心身の健康回復が促される

（Shimazu,�et al.,�2012）。さらに、ポジティブな
特性は、ストレスへの対処能力を高める。例えば、
楽観性や自己効力感、レジリエンス、主体的な意
思、適応能力、問題解決能力など、ポジティブな
個人特性を示す九つの要素で構成される健康増�
進資本の高い経営者は、ストレスへの対処能力も
高いことが、この指標を開発したフランスの
AMAROK3によって示唆されている（亀井・トレ
ス・影浦、2020）。関・河合・中道（2020）も同

3　�AMAROKとは、本稿の筆者であるトレスが2009年にフランスで設立した世界最初の中小企業経営者の健康問題の解決を支援する研
究機構である。また、その支部として2010年に設立されたのがAMAROK�JAPANであり、筆者の尾久が支部長、同じく亀井が事務
局長、金子が主任研究員を務めている。なお、AMAROKは、フランスにおける第一次ロックダウンのさなか、中小企業経営者1,900人
に対して、心身の健康に関する調査を実施するなど、コロナ禍以降、実態調査や学術的ジャーナルへの投稿を活発に行っている。

様に、コロナ禍が企業の財務状況に与えるネガ
ティブな影響は大きいが、多くの中小企業経営者が、
長期的な事業存続への明確な意思を持ち、「なん
とかなるだろう」といったポジティブな思いを抱
いていることを指摘している。

（ 3 ）�本稿の仮説

コロナ禍では、罹患による重症化リスク、移動
や企業活動の制限による自律性の阻害や孤独、企業
業績へのネガティブな影響といった個人の努力だけ
では対処できないさまざまなストレスを中小企業経
営者にもたらしている。また、そのことは、平常時
から、企業経営に対する重い責任を負い、高ストレ
ス下にある経営者のバーンアウトリスクの上昇、ひ
いては事業継続リスクの上昇へとつながるように思
われる。他方、BCPの導入が進まない中小企業に
とって代行者の存在は、出張などによる不在時だけで
なく、経営者が心身の不調に陥り、成果が急激に落
ち込んだり仕事にかかわる達成感が低くなったりし
た時も、事業継続リスクの減殺につながるように思
われる。以上により、本稿の分析枠組みを提示する
と、図のようになる。この枠組みを踏まえ、本稿の
五つの仮説を提示する。
仮説 1 　�罹患による重症化リスクは、経営者の

バーンアウトリスクを高める。
仮説 2 　�コロナ禍による自律性の阻害は、経営者

のバーンアウトリスクを高める。
仮説 3 　�コロナ禍によって生じる孤独感は、経営

者のバーンアウトリスクを高める。
仮説 4 　�コロナ禍での企業業績の悪化は、経営者

のバーンアウトリスクを高める。
仮説 5 　�経営者の代行者の存在は、バーンアウト

リスクを軽減する。
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3　データと変数

（ 1 ）�データ

本稿で用いるデータは、筆者らが実施したWEB
調査「コロナ禍における中小企業経営者の健康と
事業継続に関するアンケート」の結果である4。回
答期間は2021年10月10日～同年11月 8 日で、
有効回答者数は291人であった5。なお、今回の調
査では、一般社団法人東京中小企業家同友会など
の中小企業団体を通じて、会員である中小企業約
2 万社に対して回答を勧奨する方法を取った。ま
た、アンケートの内容は、企業及び経営者の基本
情報について14問、事業承継に関して 8 問、コロ
ナ禍への対処と経営上のリスクについて10問、経
営者の健康マネジメントについて16問、BCPな
どインシデント対応について 9 問、自由記述など
2 問、合計59問（枝問を含め計112問）であった。

4　�JSPS科研費（課題番号21H00751）「被災後の中小企業経営者の健康問題と事業継続に関する日仏比較研究」に基づき実施した日仏共
同調査で、本稿では日本調査のデータを分析する。

5　有効回答者はいずれも、中小企業基本法第 2 条の定義に該当する中小企業である。
6　�バーンアウトは、心身の健康と仕事の影響に関する確立された用語であり、事業継続リスクを評価する際の代理変数としておおむね

適切と思われる。なお、堀越（2022）は中小企業経営者の事業継続意欲を調査しているが、試行的な分類に基づくものでデータの精
度に問題がある。

（ 2 ）�変　数

WEB調査で尋ねた59問のうち、性別や業種など、
天井効果と床効果の生じた設問を除き、五つの仮説
の検証に適合する設問を変数として17問を選んだ。

①�従属変数―バーンアウト
バーンアウトの測定は、Torrès,�et al.（2022）を

参照して、BMS-10（Burnout�Measure�Short�version）
を用いる6。具体的には、仕事のことについて考え
る際に想起される10の質問（a.疲れたと感じる、
b.一部の人に対して失望感を感じる、c.絶望するこ
とがある、d.八方塞がりのように感じる、e.自分の
無力さを感じる、f.落ち込むことがある、g.体力の
低下や病気の不安を感じる、h.自分が無価値、《失
敗》かのように感じる、i.よく眠れない、j.《もう
たくさんだ》と思うことがある）について、 7 件法

（ 1 ＝一度もない、2 ＝ほとんどない、3 ＝まれに、
4 ＝たまに、5 ＝よく、6 ＝とてもよく、7 ＝いつも）

図　本稿の分析枠組み
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で回答するものである。全項目の合計点を項目数
で除算した平均値が大きいほどバーンアウトリス
クが高く、例えば、Jacquet,�et al.（2015）の分類で
は、2.4以下で非常に低い、2.5～3.4で低い、3.5～
4.4で症状を呈する、4.5～5.4で高い、5.5以上で非
常に高い、となる。また、Torrès,�et al.（2022）では、
5.5以上の場合、治療の必要がある状態にある。WEB
調査の回答者291人の平均値は2.7、構成比は2.4以
下が44.7％、2.5～3.4が38.1％、3.5～4.4で13.7％、
4.5～5.4で2.1％、5.5以上が1.4％であった7。

②�独立変数―重症化確率、自律性、孤独、�
� 業績基調及び代行者

まず、重症化リスクの測定に当たっては、Torrès,�
et al.（2022）を参照した。具体的には、新型コロ
ナウイルスに感染した場合の重症化確率について
の主観的評価（ 0 ～100％）を尋ねたものを、1＝0 ％、
2＝1 ～10％、3＝11～20％、4＝21～30％、5＝31％
以上の五つに区分した。

次いで、自律性の測定は、Shimazu,�et al.（2012）
による日本語版リカバリー経験尺度の下位尺度で
あるコントロールを参照した。具体的には、一日の
仕事が終わった後の時間の過ごし方に関する四つ
の質問（a.何をするか自分で決められると思う、
b.自分のスケジュールは自分で決める、c.時間の過
ごし方は自分で決める、d.自分のやりたいように物
事を片付ける）について、 5 件法（ 1 ＝よく当ては
まる、 2 ＝やや当てはまる、 3 ＝どちらともいえな
い、 4 ＝あまり当てはまらない、 5 ＝全く当てはま
らない）で回答するもので、平均値が大きいほど、
自律性が阻害されている状態にある8。

孤独については、Torrès,�et al.（2022）を参照し
た。具体的には、最近の自身を取り巻く環境につ

7　内的整合性を評価するCronbach�のαは0.90であった。
8　�バーンアウトの評価と合わせるため逆転している。例えば、Shimazu,�et al.（2012）の場合、1 ＝全く当てはまらない、となっている。

なお、内的整合性を評価するCronbach�のαは0.78、WEB調査の回答者の平均値は1.78であった。
9　バーンアウトの評価と合わせるため逆転している。例えば、Torrès,�et al.（2022）の場合、 1 ＝とても孤立していた、となっている。

いて、5 件法（ 1＝とても取り巻かれていた、2＝あ
る程度は取り巻きがいる、3 ＝孤立もしていないが、
取り巻かれてもいなかった、4 ＝少し孤立していた、
5 ＝とても孤立していた）で評価してもらう9。

業績基調に関しては、現在の自社の収益状況に
ついて 5 件法（1＝＋5 ％以上、2＝±4 ％、3＝−5 ～
−24％、4＝−25～−49％、5＝−50～−100％）で尋ね
た（亀井・トレス・影浦、2020）。

最後に、代行者については、堀越（2020）を参
照して、代替リーダーとして、経営者の職務を代
行する者の職位数について、1＝3 つ以上、2＝2 つ、
3＝1 つ、4＝無し、で区分した。代行者の人数の多
さや、職位の遍在が代替性を高めるのではないか
と想定し、この区分とした。

③�統制変数：企業属性―BCP、従業員数、�
� 企業形態及び引退希望年齢

まず、コロナ禍以前（2020年 3 月）のBCP導
入状況について、堀越（2019）を参照して、1＝策
定済、2 ＝策定中、3 ＝策定予定、4 ＝策定の予定は
ない、で尋ねた。

次いで、従業員数は、栗岡ほか（2022）を参照
して、1＝101人以上、2 ＝51～100人、3 ＝31～50人、
4 ＝11～30人、 5 ＝ 6 ～10人、 6 ＝ 5 人以下、で
区分した。そして企業形態は、1 ＝個人企業、2 ＝独
立系の会社、 3 ＝系列企業など、で区分した。

最後に、経営者の引退希望年齢は、 1 ＝55歳以
前、2 ＝56～60歳、3 ＝61～65歳、4 ＝66～70歳、
5 ＝71～75歳、6 ＝76歳以降、で区分した。なお、
引退時期が延びるほど、経営者の高齢化が進み、
新型コロナウイルス罹患時の重症化リスクが高ま
る（事業継続リスクが高まる）と思われるため、多
変量解析において当該変数は企業属性に分類した。
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④�統制変数：個人属性―生年、事業参画動機、�
� 個人特性、労働時間、睡眠の質、�
� フィジカルヘルス及びメンタルヘルス

経営者の生年（西暦）については、1＝1991年以
降、2＝1981～1990年、3＝1971～1980年、4＝1961～
1970年、5 ＝1951～1960年、6 ＝1950年以前、で区
分した。値が大きいほど、年齢が高いことになる。

事業参画動機は、亀井・トレス・影浦（2020）
を参照して、自身が経営者の地位にある理由とし
て、 1 ＝ビジネスチャンスを掴むため、 2 ＝どちら
ともいえない、 3 ＝やむを得ず、で区分した。値が
大きいほど、事業参画動機はネガティブになり、
対処できないストレスに直面した際、事業継続意
欲にもネガティブな影響を及ぼすと思われる。

個人特性の測定は、AMAROKが開発した健康�
増進資本の評価尺度を参照した（亀井・トレス・
影浦、2020）。具体的には、コロナ禍以来の自身の、
a.楽観性・オプティミズム、b.自己効力感・自己可
能感、c.自分らしい行動をとる能力、d.レジリエン
ス（立ち直る力・困難に立ち向かう力）、e.自分の
行動に意味を与えようとする意思、f.適応能力、
g.自分の行動に責任を持つ能力、h.問題解決能力、
i.希望を持つ力について、7 件法（ 1＝大きく増加し
た～ 7 ＝大きく減少した）で回答するものである10。

労働時間は、Torrès�et al.（2022）を参照して、最
近の週当たり平均労働時間について、 1 ＝40時間
未満、2 ＝40～50時間未満、3 ＝50～60時間未満、�
4＝60～70時間未満、 5 ＝70時間以上、で尋ねた。

睡眠の質は、亀井・トレス・影浦（2020）を参
照して、最近の睡眠の質について、1＝最高、2＝と
ても良い、3＝良い、4＝まあまあ、5＝悪い、で尋
ねた。

最後に、フィジカルヘルスとメンタルヘルスは、
堀越（2020）を参照して、最近の経営者の体調（気

10　�バーンアウトの評価と合わせるため逆転している。例えば、亀井・トレス・影浦（2020）の場合、 1 ＝大きく減少した、となって
いる。内的整合性を評価するCronbach�のαは0.96、WEB調査の回答者の平均値は3.42であった。

11　紙幅の都合もあり、本文では構成比の高い上位二つのみを叙述した。以下、同様。

分）について、1＝最高、2 ＝とても良い、3 ＝良い、
4 ＝まあまあ、 5 ＝悪い、で尋ねた。

4　結果と分析

以下、本稿の分析結果を叙述する。なお、分析
に当たっては、IBM�SPSS�Statistics�ver.28を用いた。

（ 1 ）�回答者の基本属性

回答者の基本属性は、表− 1 �のとおりである。

①�企業属性
主業種で、最も多いのが「サービス業」（69人、

23.7％）、次いで、「製造業」（58人、19.9％）であっ
た11。従業員数は、「11～30人」（88人、30.2％）
が最も多く、次いで、「 5 人以下」（65人、22.3％）で
あった。また、企業形態は、「独立系の会社」（202人、
69.4％）、「個人企業」（74人、25.4％）の順であっ
た。創業時期は、「1971～1990年」（77人、26.6％）、

「1991～2010年」（73人、25.2％）の順であった。
後継者の有無は、「有り」が45.4％（132人）、「無し」
が54.6％（159人）であった。事業承継計画の有
無は、「有り」が17.9％（52人）、「無し」が82.1％

（239人）であった。BCPの有無は、「有り」が17.5％
（51人）、「無し」が82.5％（240人）であった。代行
者の職位数は、「 1 つ」が61.9％（180人）、「無し」
が22.3％（65人）であった。

②�個人属性
経営者の生年（西暦）は、「1971～1980年」（101人、

35.2％）が最も多く、次いで「1961～1970年」（84人、
29.3％）であった。性別は、「男性」が91.8％（267人）、

「女性」は8.2％（24人）であった。経営者就任年は、
「2011年以降」（141人、48.5％）、「2001～2010年」
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（83人、28.5％）の順に多い。また、就任経緯は、
「家業承継」（134人、46.0％）、「創業者」（104人、
35.7％）の順であった。経営者の引退希望年齢は、

「66～70歳」（98人、33.7％）が最も多く、次いで「61～
65歳」（84人、28.9％）であった。

（ 2 ）�相関分析の結果

相関分析の結果は、表− 2 のとおりである。ま
ず、VIF値はいずれも低く、多重共線性が、分析
結果に深刻な偏りを与えていないことを示してい

表－１　回答者の基本属性
⑴�企業属性 ⑵�個人属性

回答数
（人）

回答割合
（％）

回答数
（人）

回答割合
（％）

主業種�
（n=291）

農林漁業 2� 0.7�

生　年�
（n=287）

1950年以前 15� 5.2�
建設業 50� 17.2� 1951～1960年 74� 25.8�
製造業 58� 19.9� 1961～1970年 84� 29.3�
情報・運輸業 28� 9.6� 1971～1980年 101� 35.2�
卸売業 26� 8.9� 1981～1990年 12� 4.2�
小売業 27� 9.3� 1991年以降 1� 0.3�
不動産業 8� 2.7� 性　別�

（n=291）
男　性 267� 91.8�

サービス業 69� 23.7� 女　性 24� 8.2�
その他 23� 7.9�

経営者就任年�
（n=291）

1970年以前 1� 0.3�

従業員数�
（n=291）

5 人以下 65� 22.3� 1971～1980年 6� 2.1�
6 ～10人 56� 19.2� 1981～1990年 12� 4.1�
11～30人　 88� 30.2� 1991～2000年 48� 16.5�
31～50人　 34� 11.7� 2001～2010年 83� 28.5�
51～100人　 30� 10.3� 2011年以降 141� 48.5�
101人以上 18� 6.2�

就任経緯�
（n=291）

創業者　 104� 35.7�

企業形態�
（n=291）

個人企業 74� 25.4� 家業承継 134� 46.0�
独立系の会社 202� 69.4� 内部昇格（家業承継を除く） 39� 13.4�
系列企業など 15� 5.2� 外部招聘　 8� 2.7�

創業時期�
（n=290）

1930年以前 14� 4.8� 事業買収　 3� 1.0�
1931～1950年 27� 9.3� その他 3� 1.0�
1951～1970年 58� 20.0�

引退希望年齢�
（n=291）

55歳以前 10� 3.4�
1971～1990年　 77� 26.6� 56～60歳 37� 12.7�
1991～2010年　 73� 25.2� 61～65歳　 84� 28.9�
2011年以降 41� 14.1� 66～70歳　 98� 33.7�

後継者の有無
（n=291）

有　り 132� 45.4� 71～75歳　 35� 12.0�
無　し 159� 54.6� 76歳以降 27� 9.3�

事業承継�
計画の有無�
（n=291）

有　り 52� 17.9�
無　し 239� 82.1�

BCPの有無�
（n=291）

有　り 51� 17.5�
無　し 240� 82.5�

代行者職位数�
（n=291）

3 つ以上 6� 2.1�
2 　つ 40� 13.7�
1 　つ 180� 61.9�
無　し 65� 22.3�

（注）1 �nは回答数。
������ 2 �四捨五入の関係で、構成比の合計が100％にならない場合もある。
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コロナ禍における中小企業経営者の健康問題と事業継続リスク
─バーンアウトを代理変数とした探索研究─

る。バーンアウトと高い相関を示す変数は、係数
の高い順に、メンタルヘルス（0.615）、フィジカル
ヘルス（0.506）、睡眠の質（0.493）、孤独（0.456）、
自律性（0.408）、個人特性（0.337）で、いずれの
変数も、1 ％水準で有意な結果となった。久保（1998）
によると、バーンアウトは心身のストレス反応の
一つであり、メンタルヘルスとフィジカルヘルス
との高い相関は、先行研究と整合的であった。睡
眠の質（Huang�and�Zhao,�2020）、孤独（Lechat�and�
Torrès,�2016）、自律性（堀越、2022）、個人特性（亀
井・トレス・影浦、2020）も同様に、先行研究と
整合的であった。

ほかの三つの独立変数に関しては、業績基調が係
数0.130（ 5 ％水準で有意）となり、先行研究（Torrès,�
et al.,�2022）と整合的であったが、重症化確率は
0.106、代行者は0.094で、いずれも有意な確率は得
られなかった。Torrès,�et al.（2022）では、感染不
安がバーンアウトリスクを高めていたが、本稿の分
析結果は、先行研究と整合的ではなかった。また、
重症化確率は、バーンアウトを含む全ての変数との
間に有意な確率は得られなかった。

バーンアウトと 5 ％水準で有意になった変数は
従業員数（係数0.147）、労働時間（同−0.138）、事
業参画動機（同0.129）、企業形態（同−0.123）で
あった。従業員数が少ない個人企業の経営者の
バーンアウトリスクが高いこと、また、労働時間の
短い経営者ほどバーンアウトリスクが高いことが、
それぞれ示唆された。労働時間に関しては、長時
間労働が企業経営の順調さを示すシグナルの役割
を担うというBradley�and�Roberts（2004）の指摘
と、整合的であった。同じく、事業参画動機がネ
ガティブな経営者のほうが、バーンアウトリスク
が高い結果となり、先行研究（Binder�and�Coad,�2016）
と整合的であった。BCP（係数0.072）、引退希望
年齢（同−0.028）及び生年（同−0.066）は、いずれ
も有意な確率は得られなかった。

国立感染症研究所（2020）によると、高齢であ

るほど重症化リスクは高いが、本稿の分析結果で
は、生年と重症化確率との相関係数は0.068で非
有意であった。代行者については、係数の絶対値
が大きい順に、従業員数（0.248）、生年（−0.203）、
労働時間（−0.201）、BCP（0.189）、孤独（0.133）、
個人特性（0.115）となり、従業員数、生年、労働
時間及びBCPが 1 ％水準、孤独と個人特性が 5 ％
で、それぞれ有意な結果となった。これらにより、
経営者の年齢が高く、従業員規模が大きく、また、
BCPを導入している企業ほど、代行者を置いてい
ること（組織的対応をしていること）、さらに、労
働時間の減少や孤独の緩和、個人特性へのポジ
ティブな影響を及ぼしていることが、それぞれ示唆
された。

（ 3 ）�重回帰分析の結果

表− 3 は、バーンアウトを従属変数とする重回帰
分析の結果を示したもので、五つの独立変数（重症
化確率、自律性、孤独、業績基調及び代行者）を段
階的に投入している。具体的には、独立変数を全て
除いたモデル 1 、重症化確率のみを投入したモデル
2 、同じく、自律性のみのモデル 3 、孤独のみのモデ
ル 4 、業績基調のみのモデル 5 、代行者のみのモデ
ル 6 及び、独立変数を全て投入したモデル 7 の結果
を示している。調整済みR2は順に、0.41、0.41、0.43、
0.44、0.40、0.40及び0.45であった。

以下では、まず、全ての変数が投入されたモデ
ル 7 の解釈を叙述する。経営者のバーンアウトリ
スクを高める変数は、自律性と孤独、メンタルヘ
ルス（いずれも 1 ％水準で有意）並びに睡眠の質

（ 5 ％水準で有意）であった。本稿の仮説 2 及び仮
説 3 の自律性と孤独感は、バーンアウトリスクと
の関連性が認められた。他方で、残る重症化確率、
業績基調及び代行者の仮説については、バーンア
ウトリスクとの関連性が認められなかった。統制
変数の大半も同様で、企業属性の四つ（BCP、従
業員数、企業形態及び引退希望年齢）、メンタルヘ
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ルスと睡眠の質を除く個人属性（生年、事業参画
動機、個人特性、労働時間及びフィジカルヘルス）
は、いずれもバーンアウトリスクとの関連性は認
められなかった。

次いで、モデル 2 からモデル 7 の標準化係数を
比較すると、それぞれの独立変数は互いに独立して
おり、バーンアウトに最も影響を及ぼす変数は、孤
独であった。具体的には、調整済みR2は、五つの
独立変数を段階的に投入したモデルのなかでは、
孤独のみのモデル 4 が0.44で最も高い値を示した。

最後に、経営者の生年については、モデル 1 と
2 、 4 から 6 で、いずれも10％水準で有意であっ
た。標準化係数がそれぞれ負の値となっているた
め（順に−0.09、−0.10、−0.09、−0.10、−0.10）、経
営者年齢が若いほどバーンアウトリスクが高い可
能性が示唆された。

5　考察と結論

（ 1 ）�分析結果のまとめ

本稿の目的は、2021年に実施したアンケート調
査の結果を用いて、バーンアウトを代理変数とし
て、コロナ禍における経営者の健康問題が中小企
業のBCMに及ぼす影響を明らかにし、そのうえ
で、経営者の健康マネジメントを包摂した、中小
企業の事業継続リスクへの実践的な対処方法を考
察することであった。この目的を達成するため
に、罹患による重症化リスク、移動や企業活動
の制限による自律性の阻害や孤独、あるいは企
業業績へのネガティブな影響といった、対処で
きないストレスの出現によって、コロナ禍によ

表－3　重回帰分析の結果

従属変数：バーンアウト モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5 モデル 6 モデル 7
独立変数

重症化確率 0.05 0.03
自律性 0.17*** 0.17***
孤　独 0.20*** 0.20***
業績基調 0.00 -0.02
代行者 0.00 0.00

統制変数：企業属性
BCP 0.03 0.04 0.02 0.01 0.03 0.03 0.01
従業員数 0.07 0.07 0.07 0.06 0.07 0.07 0.06
企業形態 -0.06 -0.06 -0.04 -0.05 -0.06 -0.06 -0.03
引退希望年齢 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

統制変数：個人属性
生　年 -0.09* -0.10* -0.08 -0.09* -0.10* -0.10* -0.08
事業参画動機 0.04 0.05 0.03 0.03 0.04 0.04 0.03
個人特性 0.08 0.07 0.04 0.05 0.08 0.08 0.02
労働時間 -0.02 -0.02 -0.01 -0.01 -0.02 -0.02 0.00
睡眠の質 0.17** 0.17** 0.16*** 0.15** 0.17*** 0.17*** 0.15**
フィジカルヘルス 0.08 0.07 0.09 0.09 0.08 0.08 0.11
メンタルヘルス 0.41*** 0.41*** 0.35*** 0.34*** 0.41*** 0.41*** 0.28***

R 2 0.43 0.43 0.45 0.46 0.43 0.43 0.48
調整済みR2 0.41 0.41 0.43 0.44 0.40 0.40 0.45

（注） 1 �***は 1 ％水準、**は 5 ％水準、*は10％水準で有意であることを示す。
������� 2 �表内の数値は標準化係数。
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コロナ禍における中小企業経営者の健康問題と事業継続リスク
─バーンアウトを代理変数とした探索研究─

る経営者の健康問題が事業継続リスクへと波及
するという分析枠組みを構築し、この枠組みの
妥当性を検証するための五つの仮説を提示した。
そのうえで、多変量解析（相関分析と重回帰分
析）により、仮説の検証を行った。その主な結果
は、次のとおりである。

第 1 に、バーンアウトに最も影響を及ぼすもの
は、経営者の孤独であった。緊急事態宣言などの
発出にかかわらず、移動や企業活動を制限される
ことによって生じる、他者との交流の縮減は、経
営者の心身の健康や仕事に対する意欲などに対し
て、ネガティブな影響を及ぼしていることが示唆
された。

第 2 に、孤独によるバーンアウトリスクを軽減
するものとして、代行者の存在が浮かび上がった。
バーンアウトとの関連では、代行者は、統計的に
有意な確率は得られなかったが、BCPの導入など、
組織的なインシデント対応への取り組みを進めて
いることが、平常時よりも多くの責任を担う経営
者の孤独感を減殺していることが示唆された。

第 3 に、こうした組織的な対応は、従業員数の
多い企業ほど可能になること、そして、個人企業
の経営者ほど、バーンアウトリスクが高いことが
示唆された。

第 4 に、労働時間（オンタイム）が短く、かつ、
オフタイムの自律性が阻害されることで、経営者
のバーンアウトリスクが高くなることが示唆され
た。自由な活動を制限されることで、心身のスト
レスが高じ、メンタルヘルスやフィジカルヘルス、
睡眠の質に加えて、「なんとかなるだろう」といっ
たポジティブな個人特性にも、ネガティブな影響
を及ぼしていた。

第 5に、事業参画動機、つまり自らの意思で企業
経営に関与しているかどうかもバーンアウトリスク
に影響を及ぼす。具体的には、事業参画動機がネガ
ティブ、つまりやむを得ず経営者となった人ほど、
バーンアウトリスクが高いことが示唆された。

第 6 に、経営者の年齢との関連でみると、経営
者の年齢が高いほど、代行者の任命などの組織的
対応への取り組み意識が高いこと、他方で、年齢
が若いほど、バーンアウトリスクが高い可能性が
あることが、それぞれ示唆された。

最後に、業績基調に関しては、相関分析でバーン
アウトとの若干の関連が認められたが、重症化
確率については、バーンアウトを含む全ての変数
との関連が認められなかった。双方とも、経営者
のバーンアウトリスクにネガティブな影響を及ぼ
すとはいえないことが示唆された。

以上を踏まえると、本稿の五つの仮説の妥当性
は、次のようになる。仮説 2 「コロナ禍による自律
性の阻害は、経営者のバーンアウトリスクを高め
る」と仮説 3「コロナ禍によって生じる孤独感は、
経営者のバーンアウトリスクを高める」は妥当で
ある。一方、仮説 1 「罹患による重症化リスクは、
経営者のバーンアウトリスクを高める」と仮説 4

「コロナ禍での企業業績の悪化は、経営者のバーン
アウトリスクを高める」の妥当性は認められな
い。仮説 5 「経営者の代行者の存在は、バーンア
ウトリスクを軽減する」については、仮説の妥当
性は認められないが、バーンアウトに最も影響を
及ぼす孤独感を緩和させる修飾要因として期待さ
れる。

（ 2 ）��経営者の健康マネジメントを包摂した�
� 中小企業の事業継続リスクへの�
� 実践的な対処

経営者の健康が阻害されること、例えば一度の
心臓発作によって、中小企業のマネジメントの諸
機能は壊滅の危機に瀕する（Mintzberg,�1979）。マ
ネジメント研究の世界的権威の一人、ミンツバーグ
は、心臓発作という言葉を用いて、経営者に権限
が集中するシンプルな組織構造は、柔軟な意思
決定を可能にするなどして、中小企業に強みをも
たらす半面、彼らの健康問題の具現化が、事業継
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続の致命的なリスクとなり得ることを指摘してい
る（Mintzberg,�1979:�pp.305-313）。

本稿の分析結果をみると、中小企業のなかでも、
BCPの導入や代行者の任命といった組織的な対応
の余地は、事業規模によって、ずいぶんと異なっ
ていた。コロナ禍のような重大なインシデントを
想定して、BCPを策定し、継続的に運用していく
活動や管理の仕組みを構築していくことは、個人
企業などの小さな企業にとって、現実的とは言い
難い。また、本稿では、個人企業の経営者ほど、
バーンアウトのリスクが高いことが示唆されたが、
こうした小さな企業では、重大なインシデントに
直面した、経営者のバーンアウトが、そのまま廃
業へとつながりかねない。コロナ禍で急増してい
るとされる、あきらめ休廃業は、そうした事態の
一つの表出といえるのではないだろうか。

以上を踏まえ、個人企業をはじめとする小さな
企業が、自然災害や新興感染症などの重大なイン
シデントに対応するためには、「経営者の健康マネ
ジメント」をBCMの中核に位置付ける必要があ
るように思われる。そして、健康マネジメントを
経営者の自己責任とみなすのではなく、金融機関
をはじめとした中小企業のステークホルダーにお
いても、例えば、栗岡ほか（2022）が開発を進め
ている「中小企業経営者の職業性ストレス尺度」
を活用するなどして、経営者の健康問題を企業体
存続の問題と位置付け、彼らをサポートしていく
必要があると思われる。

他方、従業員数の多い企業など、組織化の進ん
だ中小企業にあっては、上述の健康マネジメント
に加え、経営者の職務を代行する代替リーダーを
決めておくことが、重大なインシデントが発生し
た際の事業継続リスクへの実践的な対処方法と
して、有効であると思われる。本稿の分析結果で
は、代行者のいる企業であるほど、経営者の孤独
感が減殺されることによって、バーンアウトリス
クが低下していた。また、本稿では、事業参画動機

がネガティブな経営者ほど、バーンアウトリスクが
高いことが示唆されたが、代行者を選定する際も、
こうした視点を取り入れることは重要と思われる。

6　おわりに

以下では、本稿の限界と課題を叙述する。本稿
の限界であるが、まず、データの制約の問題があ
る。分析対象が一般社団法人東京中小企業家同友
会など特定の中小企業団体であるうえ、データ数
も291人分で、その多くが、40～50歳代の比較的
若い男性経営者で占められていた。データのサン
プリングにバイアスが生じている可能性は高く、
本稿の分析結果をもって、一般的な妥当性を主張
することは困難である。第 2 に、データ取得の時
期の問題がある。WEB調査の回答期間は、第 5 波
が終息し、景気が持ち直しつつあるタイミングで
あった（内閣府政策統括官（経済財政分析担当）、�
2022）。業績基調とバーンアウトとの関連で仮説
を支持しないなどの結果が生じたが、調査のタイ
ミングによるバイアスの可能性がある。第 3 に、
事業継続と経営者の健康問題の統合を試みる先
行研究は、少なくともWEB調査の実施時点では、
国内外ともあまり見当たらない。そのため、探索
色の強い研究とならざるを得ず、バーンアウトを
事業継続リスクの代理変数として、分析を進めた。
BCPを導入しているなど、比較的規模の大きい中
小企業の事業継続リスクを把握するうえでは、
バーンアウトは、経営者個人の心身の健康状態に
偏る可能性がある。

次いで、今後の課題であるが、まず、経営者の
健康マネジメントを包摂した事業継続リスクを測
定する尺度の開発は、不可欠の課題である。また、
この尺度の開発に当たって、分析対象の拡充や変
数の整理など、本稿の分析結果の妥当性の検証と
モデルの修正も、不可欠の課題となる。以上が、
第 2 の課題となる。
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